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特集：現代日本の結婚と出産―第15回出生動向基本調査の結果から―（その２）

世代別に見た女性の初婚移行

―教育水準と男女別学校に着目して―

中 村 真理子

Ⅰ．問題関心

先進諸国における女性の高学歴化と未婚化・晩婚化の関係については，これまで数多く

の研究が行われてきた．しかし，従来の結婚研究では，女性の教育達成に対する関心は教

育水準や就学年数が中心であったため，個人がどのような環境の学校に通い，どのような

教育内容を選択したかという点にはあまり関心が払われてこなかった．そのため，女子高

校と共学高校，短期大学・高専と専修学校１），女子大学と共学大学はそれぞれ区別される

ことが少なかったが，実際には両者の間にはさまざまな違いが存在しており，結婚行動に

関係している可能性が考えられる．

本研究では，女子高校，短期大学，女子大学を「女性向け教育機関」，共学高校，専修
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これまでの結婚研究では，女性の教育達成に対する関心は教育水準や就学年数が中心であり，個

人がどのような環境・教育内容の学校を卒業したかという点に関心が払われてこなかった．しかし，

進学する学校の選択は，女性本人や出身家庭の状況や選好による影響を受けて行われている．また，

学校は配偶者との出会いの場として一定の機能を持っているなど，結婚行動との関係が深いと考え

られる．そこで本研究では，女子高校，短期大学，女子大学といった「女性向け教育機関」を卒業

した者と共学高校，専修学校，共学大学といった「共学の教育機関」を卒業した者の初婚確率の比

較を行った．

はじめに，戦後の日本における女性の高学歴化について概観し，出生コーホート別に女性が最後

に卒業した学校の構成割合を示した．次に，イベントヒストリー分析（離散時間ロジット・モデル）

による推定を行い，教育水準が高校卒業の場合には女子高校よりも共学高校を卒業した者の初婚確

率が高いのに対し，高等教育機関（専修学校を含む）卒業の場合には「女性向け教育機関」を卒業

した女性の初婚確率が高い傾向があることを明らかにした．ただし，このような結果は1960年代か

ら1970年代前半出生コーホートの女性の間では確認できるが，その前後の出生コーホートでは確認

できなかった．そして，1980年代出生コーホートになると，短期大学（高専を含む）を卒業した者

よりも専修学校を卒業した者の初婚確率が高い傾向が観察された．

1）専修学校は1976年に制度化され，高等課程，一般課程，専門課程のいずれか，もしくは複数が置かれている．

高等課程は中学校卒業程度を，専門課程では高校卒業程度を入学条件としており，一般課程では特に入学条件

は定められていない．また，専門課程を置く専修学校を専門学校と呼ぶ．



学校，共学大学を「共学の教育機関」として定義し，最後に卒業した学校別に初婚確率の

比較を行う．初めに日本社会における女性の高学歴化の進展について概観する．次いで，

国内外の女性の学歴と結婚行動の関係を扱った先行研究のレビューを行う．最後に出生動

向基本調査のデータを用いたイベントヒストリー分析を行うことで，女性が最後に卒業し

た学校と初婚確率の関係についての時代変遷を追っていく．

Ⅱ．日本における女性の高学歴化

1． 女性の進学率の上昇

戦後，日本の学校教育は急速に拡大した．図1は1954年以降の男女別の高等学校，短期

大学（本科），大学（学部）への進学率の推移を示している．高等学校への進学率は，

1950年代には男女ともに60％を下回っていたが，1960年代には80％近くにまで上昇し，

1970年代には90％，1990年代には95％を超えた．1960年代頃までは男性の進学率が女性を

上回っていたものの，近年では女性の進学率が高い傾向もみられる．高等学校への進学率

に限れば，男女ともに高い水準に達することで男女差が消失してきた．

これに対し高等教育機関への進学率には男女で異なった傾向がみられる．男性の場合，

短期大学進学率は1～2％程度の水準で一貫して変わっていない．大学（学部）への進学

率は1950年代には20％以下の水準であったが，1970年代には40％を上回った．1970年代後

半から80年代にかけては一度低下するが，1990年には再び40％を，2000年代には50％を超

えた．

女性の場合，短期大学への進学率は1950年代には5％未満であったが，1970年代には大

学（学部）に先駆けて20％にまで上昇し，1990年代には25％近くにまで及んだ．しかしそ

の後低下し，2000年代には10％前後になっている．大学（学部）への進学率は男性よりも

低く1950年代から1960年代にかけては10％を下回る水準であったが，1970年代には10％を

超えた．その後，進学率に大きな変化は見られなくなるが，1990年代半ばに20％を超え，

近年では50％近い水準にまで到達している．

また，図1には掲載していないが，高校卒業後に進学する教育機関として短期大学と四

年制大学以外に専修学校がある．短期大学と四年制大学が高等教育機関として位置づけら

れているのに対し，専修学校の扱いは定まっていない．そのため1976年の制度化から1980

年代までは，専修学校は短期大学や大学などと同列の高校卒業後の進学先とはみなされて

こなかった．しかし，専修学校専門課程と短期大学のいずれも基本的な修学年数が2年で

あり，1994年に一定の条件を満たす専修学校専門課程の修了者に対し「専門士」の称号授

与が制度化された．1999年には専門士の四年制大学への編入が認められるようになったこ

とで，専修学校専門課程と短期大学は雇用の場において同等に扱われる方向に進んできた

（木村 2005）．

その結果，専修学校は，1990年代以降は高校卒業後の進路として定着し，実質的に「高

等教育機関」とみなされるようになりつつある（長尾 2008）．そのため，専修学校専門課
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程への進学率についても確認しておく．

学校基本調査によれば，専修学校が制度化された1977年（昭和52年）3月に高等学校を

卒業した者のうち，1977年（昭和52年）4月に専修学校専門課程への入学したのは男子で

は4.5％，女子では9.3％であった．この割合は年々上昇し，1990年3月に高等学校（通信

制を除く）を卒業した者では男子13.7％，女子14.6％，2000年3月に高等学校（通信制を

除く）を卒業した者では男子15.0％，女子19.3％にまで達している．その後も高等学校卒

業者のうち，男子では10～15％，女子では20％前後が専門学校専修課程に進学している．

戦後の日本では，男子は四年制大学への進学率の上昇が進んできたのに対し，女子は短

期大学への進学率の上昇が起き，その後，進学先が四年制大学へと移行してきた．また専

修学校専門課程への進学率は女子のほうが高いことから，高等学校卒業後に女子は2年制

の教育機関へ，男子は4年制大学へと進学する傾向は近年においても継続しているとみる

ことができる．
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図１ 高等学校，短期大学（本科），大学（学部）への進学率の年次推移（男女別）

データ出典：学校基本調査
注：1983年以前の高等学校進学率は高等学校の通信制課程（本科）への進学者を除いた値である．また，
大学は学部，短期大学は本科の進学率を示しており，ここには過年度高卒者等を含んでいる．



2． 女子高等教育の歴史とその特徴

では，日本の女子高等教育はどのような特徴を持っているのだろうか．制度や教育内容

といった側面からその変遷をたどっていく．

戦前の日本では，中等教育段階以降で男女別学が維持されており，性別によって教育内

容が異なっていた．男子が通う中学校では上級学校へ進学することが意識された教育が行

われていたのに対し，女子が通う高等女学校では女性は将来家庭内役割を果たすものであ

るという前提から，女性役割を意識した教育が行われていた（小山 2015）．また，女子高

等教育のほとんどは女子専門学校で行われていたが，1920年の時点で17歳から21歳の女子

人口に占める高等教育在学率は0.2％と非常に低い水準であった（天野 1986a）．20世紀初

めには，高等教育を受けることができた女性はごく少数に限られていた．

1920年から1930年代半ばになると女子専門学校が数多く新設され，女子高等教育の拡充

が進んだ．天野（1986a）によれば，この時期に新設された女子専門学校にはいくつかの

特徴がある．一点目は医歯薬系の女子専門学校が多く新設されたという点である．従来の

女子の職業専門教育は教員養成が主体であったのに対し，この時期から医師，薬剤師，歯

科医師などの医療関係への職業専門教育が広がり始めた．二点目は，農村中産階級の子女

に「日本型」の教養教育を与えようとする女子専門学校が新設されるようになった点であ

る．従来のキリスト教系私学の女子専門学校では，英文や国文などの学科を中心に，都市

中産階級出身者に対して「欧米型」の幅広い教養教育を行うことが目指されていた．しか

し，この時期の新設校では家政，裁縫，技芸などを中心とする学科編成が行われた．加え

て，忍耐，努力，国旗の精神といった「人格」教育も重視され，これらは高等女学校教育

の基底にあった教育理念としての「良妻賢母」主義を補強する性質を持っていた．戦前の

女子高等教育は教員養成，医歯薬系の「職業型」と農村中産階級の子女に教養教育を与え

る「教養型」に二分されていたとみることができる．

戦後になると，現在の女子教育の方針が打ち出され，男女共通の高等教育が開始された．

1945年に閣議諒解された「女子教育刷新要綱」では女子に対する高等教育機関の解放と女

子大学創設が明記された．その後，1940年代後半には旧制大学と旧制高等学校が女子に開

放され，さらに旧制の女子専門学校，新制の女子大学が設置された．1950年には暫定的な

制度として短期大学がスタートした（小山 2009）．

この時期に設置された短期大学と女子大学が戦後の女子高等教育の拡大に対して大きな

役割を担った．短期大学はもともとアメリカのジュニアカレッジを制度的モデルとしてお

り，男子学生の割合も高く，必ずしも女性教育機関として位置づけられているわけではな

かった（天野 1986b,川上 1986,小山 2009）．しかし，短期大学の制度改革に伴って将

来の主婦としての役割にふさわしい教育を行う機関としての意義づけがなされ，1950年代

後半からは女子学生数が男子学生数を上回り，実質的に女子教育機関としての性質を強め

ていった（天野 1986b，小山 2009）．

そして，1950年代初頭までに認定された四年制の女子大学の多くは戦前の女子専門学校

が大学へと昇格したものであったが，1960年代には短期大学からの昇格による女子大学の
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新設が進んだ（河上 1986）．この時期に新設された女子大学は，「教養型」の教育と「職

業型」の教育が行われる大学に二分されており，社会科学系・理工系の学部は限られてい

るという特徴がある（天野 1986b）．1950年代から1970年代にかけて，共学大学，特に

「銘柄」大学への入学者に占める女性比率はほとんど増加が見られなかった（天野 1986b）

ことを踏まえると，女性の四年制大学進学者の増加は，女子大学への進学者の増加による

ものであったとみることができる．同じ四年制大学進学者であっても，男子と女子で異なっ

た機関に進学しており，受ける教育の中身も異なっていたことがわかる．

3． 出生コーホート別にみた女性の最終学歴の変化

ここまで見てきた通り，戦前の日本では学校教育は男女別学であり，女性が家庭に入る

ことを前提とした女子教育の方針がとられていたが，戦後の教育改革によって男女共学，

男女平等を目指す方向に転換した．同時に女性の教育機会の拡大と高等教育機関への進学

率の上昇がおきたが，それは短期大学，女子大学といった「女性専用の教育機関」によっ

て支えられてきた．近年になって女性の進学先は短期大学から専修学校，四年制大学へと

変化し，女性が職業に結びついた教育機関を選択する傾向ができたものの，高校卒業後の

進学先が男女で異なっている傾向は現在も継続している．

このことを踏まえた上で，戦後の女性の高学歴化について定量的なデータからより詳し

く見ておきたい．図1で示した通り，教育機関別の進学率の時代変化は学校基本調査から

把握することができる．ただし，このデータからは女子大学への進学率を知ることはでき

ない．これは，進学もしくは卒業した学校が男女共学か，別学かという点を区別した集計

が行われていないためである．また学校基本調査以外の政府統計，学術機関が実施する社

会調査であっても，最後に卒業した学校が男女別学であるか共学であるかということまで

調査はされていないことが多く，調査されている場合であっても，女子大学出身者がどの

程度増加・減少しているのかといった長期的なトレンドを把握することまではできない２）．

そこで，出生動向基本調査と国勢調査の年齢別・配偶関係別人口を用いて，女性の出生

コーホート別に最後に卒業した学校の構成割合を求めた．出生動向基本調査では夫婦調査

と独身者調査のいずれにおいても，第10回調査（1992年実施）以降，調査対象者が在学中

もしくは最後に卒業した学校について，高校については男女共学であるか別学であるか，

四年制大学については女子大学であるか共学大学であるかを調査している．また，従来の

社会調査では学歴を尋ねる際の選択肢に含まれない場合が多かった専門学校（多喜 2016）

についても選択肢に含んでいる．教育を受けた期間の長さだけではなく，どのような教育

を受けたかという視点から，女性の学歴構成の長期的な変化をみることができる．

集計は以下の手順で行った．まず，出生動向基本調査の夫婦調査と独身者調査の女性票

（第10回調査から第15回調査）を用いて，調査回別，年齢5歳階級別に現在在学中である
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2）計量的なデータから女子大学の動向を追った研究に，安東（2017）がある．この研究では，武庫川女子大学

教育研究所が作成する女子大学統計・大学基礎統計を使用し，女子大学の学校数，定員数，学部数等の戦後70

年間の変遷を追っているが，いくつかの年次に限定した集計が行われるにとどまっている．



か否かを集計し，在学中でない者については最後に卒業した学校の内訳を求めた．次に，

1995年から2015年に実施された国勢調査から，女性の年齢5歳階級別・配偶関係別人口を

参照し，出生動向基本調査から求めた年齢5歳階級別の最後に卒業した学校の種類の構成

割合を掛け合わせた．ただし，出生動向基本調査の第10回調査（1992年実施）から第12回

調査（2002年実施）は国勢調査の実施時期とずれがあるため，出生動向基本調査から算出

した値をそのまま国勢調査の人口に掛け合わせることができない．そのため，1995年と

2000年の国勢調査に対しては，その調査が実施される直前と直後に実施された出生動向基

本調査から算出された値の平均値を求め，それを国勢調査時点の配偶関係別人口と掛け合

わせることで補正を行った．

以上の手順から1995年，2000年，2005年，2010年，2015年時点の年齢5歳階級別の最後

に卒業した学校別構成割合を求めた．そして，各時点の25～29歳の結果を1965～69年，

1970～74年，1975～79年，1980～84年，1985～89年出生コーホートの女性が「最後に卒業

した学校」の構成割合であるとみなした．さらに，1995年時点の30～34歳の結果を1960～

64年出生コーホート，1995年の35～39歳の結果を1955～59年出生コーホート，40～44歳の

結果を1950～54年出生コーホート，45～49歳の結果を1945～49年出生コーホートの女性が

最後に卒業した学校の構成であるとみなし，出生コーホートを基準に並べ替えた．20代後

半以降にも「最後に卒業した学校」が変わる可能性はあり得るが，日本の場合にはそれほ

ど一般的ではないため，1960～64年を境にデータの作成方法が異なることによる影響は限

定的であるとみられる．

以上の集計による結果をまとめたのが図2である．1945～49年出生コーホート以降，中

学校，高校を卒業した者の割合が減少し，専修学校（高卒後），短期大学・高専を卒業し

た者と大学以上を卒業した者の割合が増加していることが確認できる．より詳しく見てい

くと，「高校（別学）」と「高校（共学）」では「高校（別学）」の減少幅が大きく，「短大・

高専」と「専修学校（高卒後）」では「短大・高専」の比重が低下している．また，「大学

（共学）」と「女子大学」をみると，かつては4年生大学卒業者の3人に1人程度が「女子

大学」出身であったのに対し，近年では5人に1人ほどまでに低下している．女性の教育

水準上昇とともに，女性が女子高校，短期大学，女子大学といった「女性向けの教育機関」

ではなく，「共学の教育機関」を卒業するようになってきていることが確認できる３）．
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3）出生動向基本調査では，高等専修学校（高専）と短期大学が一つにまとめられている．本来であれば区別す

ることが望ましいが，高専の卒業者が占める割合はごくわずかであると推察されるため，本研究では「短大・

高専」のカテゴリーを実質的に短期大学卒業者とみなして解釈している．



Ⅲ．女性の学歴と初婚行動の関係

1． 先行研究

先進諸国を対象とした，結婚行動の変化を扱った研究は数多く行われてきた．特に女性

の高学歴化は女性の社会経済的地位の上昇や女子の意識に影響し，初婚タイミングを遅ら

せる方向に作用してきたとされている．以下では，女性の社会経済的地位，価値観，結婚

相手となる男性の不足という三つの観点から女性の高学歴化と結婚行動の関係について先

行研究から得られている知見を整理する．

まず，女性の経済力の上昇と結婚タイミングの関係については，日本を対象とした研究

においては一定の結論は得られていない．たとえば，津谷（2006,2009）は，2004年に実

施された「結婚と家族に関する国際比較調査（JapaneseGenerationandGender
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図２ 出生コーホート別にみた最後に卒業した学校の構成割合（女性）

データ：出生動向基本調査（第10回～第15回調査），国勢調査（1995年～2015年）
※：出生動向基本調査では，最後に卒業した学校を問う質問の選択肢が，第11回調査以前と第12回調査以
降で一致していない．第11回調査以前では四年制大学卒業以上の場合を「女子大学・大学院」「共学の大学・
大学院」の2つの選択肢であったのに対し，第12回調査以降では「女子大学」「共学の大学」「大学院」と
いう3つの選択肢で聞いている．そのため，第11回調査以前の調査では「大学院」のカテゴリーは存在し
ない．よって1970～74年以前の出生コーホートについては「大学（共学）」と「女子大学」に大学院卒業者
が含まれており，「大学院」のカテゴリーは存在しない．（その他，集計方法と補正の詳細については本文
参照のこと．）



Survey）」の個票データを用いた分析から，高い学歴は正規雇用に就く確率と所得の上昇

に影響するが，それは女性の同棲経験確率や初婚確率を低下させる方向にも働いていると

している．女性が高い経済力を得ると結婚行動が抑制されるという結果である．

一方で，女性の経済力が結婚確率を上昇させるとする研究もある．永瀬（2002）は第11

回出生動向基本調査（1997年実施）の分析から，正社員は非正社員よりも結婚確率が高く

なることを指摘し，学校卒業後に安定した仕事に移行した場合に女性の結婚確率が上昇す

ると結論付けている．同様に福田（2012）は，「消費生活に関するパネル調査」のデータ

から，1970年代生まれの女性においては，学歴や所得の上昇が結婚を促進する要因になり

つつあると指摘しているほか，麦山（2017）も1966－80年出生コーホートの女性では専門

職での就業が結婚確率を上昇させる方向に作用しているとする．

これに対し，白波瀬（1999）は結婚前の職種は結婚タイミングに対してそれほど影響を

与えないと指摘しているほか，水落（2005）も日本版総合的社会調査（GeneralSocial

Survey）のデータから，女性の学卒直後の雇用状態は結婚タイミングに影響を与えない

と述べている．また，Raymo（2003）も，日本における女性の初婚年齢の上昇が学歴達

成の程度に関わらず起きていることを指摘し，初婚年齢の上昇に対しては就学期間の延長

の効果が大きいと指摘する．高い経済力が女性の結婚行動に影響するのか，しないのか，

するとした場合には結婚確率を上昇させるのか，低下させるのかということは，注目する

変数や分析対象（分析対象者の出生コーホート）によって結論が異なっている．

また，女性の教育水準の上昇が性別役割意識や価値観に影響し，それが結婚タイミング

に対して影響を与えるのではないかという見方もある．阿藤（1997）は，マクロデータの

検討から，1970年代以降の女性の高学歴化や賃金水準の上昇などに伴い，1980年代以降の

未婚化に影響したのではないかと述べている．ほかに，小林（2006）はパネルデータの分

析から高い学歴は女性の結婚意欲を上昇させる要因であると同時に，経済力を上昇させ，

結婚を抑制する方向に作用しているとする．

ここまで見てきた先行研究は，高学歴化による女性個人の結婚行動の変化を分析したも

のであった．別の見方として，高い学歴を持つ女性の人口規模が大きくなったにも関わら

ず，女性の上方婚志向が維持されているため，結婚相手となりえる男性が不足し，結婚が

発生しにくくなっているとの指摘もある．Blossfeld（2009）によれば，伝統的なジェン

ダー規範の社会では，女性が稼ぎ手となる結婚が回避されるとともに，妻が夫よりも高学

歴という結婚も避けられる傾向がある．そして，この傾向自体は弱体化しているものの，

近代社会においても継続しているとされる．高い学歴の女性が増加すると，結婚相手とし

て望ましい学歴の男性が不足し，それが結婚難を生むという見方である．この視点に基づ

いた研究に RaymoandIwasawa（2005）があり，これによれば結婚市場（marriage

market）における学歴と人口分布の変化が，短大卒・大卒女性の初婚率低下の3分の1

から4分の1を説明するとされる．高学歴化が進展したにも関わらず女性が情報婚を選好

する傾向は変わらなかったため，このことが高学歴女性の未婚化を招いたと結論付けてい

る．
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2． 問題意識

これまでの結婚研究で重視されてきたのは，女性の教育水準と結婚行動の関係であり，

どのような教育機関に進学・卒業したのかという側面はそれほど重視されてこなかった．

教育水準のみに注目した場合，女子高校と共学高校，短期大学と専修学校，女子大学と共

学大学は同一のものとしてみなされる．しかし，実際には両者の間には多くの違いが存在

する．

まず，就学期間中を過ごす環境の性比が異なる．岩澤（2013）によれば，配偶者との出

会いのきっかけとして「学校で」を挙げる割合は一定程度存在しており，学校が配偶者と

の出会いの場として一定の機能を持っている．男女別学の教育機関に就学している期間は

「学校で」配偶者との出会いのきっかけを得る可能性は限りなく小さい．そのため，女性

比率が高い学校に進学した女性は学校を通じた配偶者との出会いの機会が抑制されるため，

初婚を経験するタイミングが先送りされる可能性が考えられる．

また，修学年数が同じ教育機関であっても，どの教育機関を選ぶかという選択は進学希

望者の出身家庭に影響を受けて行われている．長尾（2005）によれば，高卒後2年間の教

育機関に進学を希望する女子のうち，就職や仕事に意識が向いている者は専門学校へ，学

歴を重視する者は短期大学への進学を希望する傾向がある．ほかに，濱中・米沢（2011）

も，父親の職業が専門・管理職，ホワイトカラーの場合には短期大学が選択されるのに対

し，ブルーカラー，農業の場合には専門学校が選ばれやすいという傾向を明らかにしてい

る．

そして，教育内容や卒業後の就職状況にも違いがある．河上（1986）によれば，女子大

学は全体の7割が単科大学であり，共学大学と比べて入学定員数が少なく，文学部や家政

学部といった学部が中心を占め，女性教員の割合が高い．また，私立の女子大学には系列

の中学校・高校が設置され，優先入学制度が存在する場合も多く，この制度を利用した場

合，公開的な入試の競争を経験せずに入学することができる．ほかにも，卒業後の就職に

おいても，共学大学出身の女子よりも女子大学出身者のほうが就職希望者に占める就職決

定率が高いという指摘もある（広田 1979）．女性の教育達成と結婚行動の関係を分析する

のであれば，教育水準だけではなく，卒業した学校と初婚タイミングの関係についても検

討する必要がある．

3． 分析

本研究では，女性が「最後に卒業した学校」と初婚確率の関係を分析する．従来の研究

で指摘されてきている通り，女性の教育水準の上昇は初婚年齢の上昇とつながっている．

では，最後に卒業した学校の性質の違いは初婚確率と関連しているのだろうか．また，戦

後の日本では女性の高学歴化とともに，女子高校，短期大学，女子大学といった「女性向

け教育機関」から，共学高校，専修学校，共学の大学という「共学の教育機関」への進学

先のシフトが起きてきた．女性が最後に卒業した学校と初婚タイミングの関係は時代とと

もに変化している可能性が考えられるため，特に女性の出生コーホートによる違いに注目
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する．

使用するのは，出生動向基本調査の第13回調査（2005年実施），第14回調査（2010年実

施），第15回調査（2015年実施）の独身者調査の女性票と夫婦調査票である．各調査回の

データをプールし，初婚の発生を従属変数とした生存時間分析を行った．分析の対象とし

たのは1955年から1989年生まれで，17歳以下での初婚を経験していない女性である．

はじめに，女性の出生コーホート別に，最後に卒業した学校別の年齢各歳別の未婚継続

率をカプランマイヤー法によって推定した（図3－1から図3－4）．大学院卒業者につ

いては分析可能なケース数が少ないため掲載していない．いずれの出生コーホートにおい

ても教育水準が高いほど未婚継続率が高い傾向は変わらないが，1955－59年出生コーホー

トでは39歳時点での未婚継続率はいずれの学歴でも10％以下に集約しているのに対し，出

生コーホートが近年になるにつれて上昇している．

1955－59年出生コーホート（図3－1）では，「高校（別学）」と「高校（共学）」の未

婚継続率はほとんど変わらない．しかし，「専修学校（高卒後）」は「短大・高専」よりも

未婚継続率が低い傾向が，そして「女子大学」は「大学（共学）」よりも未婚継続率が低

い傾向がみられる．

1960－69年出生コーホート（図3－2）では，「高校（別学）」よりも「高校（共学）」

の未婚継続率が低い．「短大・高専」と「専修学校（高卒後）」を比較すると20代前半まで

は「専修学校（高卒後）」の未婚継続率が低いが，その後の年齢で逆転している．「女子大

学」と「大学（共学）」の未婚継続率は20代半ばまでは差が見られないものの，その後

「女子大学」のほうが低くなる．

1970－79年出生コーホート（図3－3）では，「高校（別学）」と「高校（共学）」，「短

大・高専」と「専修学校（高卒後）」については1960－69年出生コーホートと同様の傾向

がみられる．ところが，「女子大学」と「大学（共学）」については1960年代出生コーホー

トとは違い，「大学（共学）」のほうが「女子大学」よりも未婚継続率がわずかに低い．

1980－89年出生コーホート（図3－4）では30歳以降の分析ができるケースが限られてい

ることもあり，はっきりとした傾向は読み取れないものの，おおよそ1970－79年出生コー

ホートと同じ傾向がうかがわれる．

つまり，教育水準が高卒の者では，女子高校卒業者よりも共学高校卒業者のほうが結婚

を経験するタイミングが早い傾向がある．そして高卒後2年間の教育機関を卒業した者で

は，1960年代出生以降の出生コーホートにおいて専修学校（高卒後）卒業者のほうが結婚

を経験する確率高いものの，年齢によってその関係は変化している．四年制大学を卒業し

た者では，1960年代出生コーホートでは女子大学出身者のほうが共学大学出身者よりも結

婚を経験する確率が高いが，1970年代出生コーホートでは逆転する．女子高校，短期大学，

女子大学といった，「女性向け教育機関」を卒業した者が結婚しやすい・しにくいといっ

た一貫した傾向は確認されなかったものの，卒業した学校と結婚の経験しやすさは関係し

ていること，そして，その関係は時代によって変化していることが確認された．

次に，最後に卒業した学校と初婚確率の関係をより詳細に検討するため，離散時間ロジッ

―282―



トモデル４）による推定を行った．分析に使用したデータと分析対象者については図3－1

から図3－4の集計対象者と同じである．リスク期間は18歳から35歳とした．

表1のモデル（1）とモデル（2）は，全対象者のデータを対象としたモデルである．統制

変数として投入したのは，女性本人の年齢（リスク時点の各時点における年齢），出生コー

ホート（1955－59年，1960－64年，1965－69年，1970－74年，1975－79年，1980－89年），

教育水準（高校卒業以下，高校卒業後2年，高校卒業後4年以上）である．そして，最後

に卒業した学校が「高校（別学）」，「短大・高専」，「女子大学」である場合を「女性向け

教育機関」を最後に卒業したとみなし，ダミー変数を作成した．モデル（1）では最後に卒

業したのが「女性向け教育機関」を卒業したか否かの変数のみを用いた．しかし，図3－

1から図3－4の結果から，「女性向け教育機関」である場合の効果が教育水準によって

異なっている可能性が予測されたため，モデル（2）ではモデル（1）に「女性向け教育機関」

を卒業したか否かの変数と教育水準の交互作用項を追加した５）．

モデル（1）では，最後に卒業したのが「女性向け教育機関」である場合，最後に卒業し

たのが「女性向け教育機関」ではない場合に比べて初婚確率が0.95倍になるという結果で

あった．しかし，モデル（2）では「女性向け教育機関」を卒業したか否かの変数の主効果

のオッズ比は0.87となった．このモデルでは「女性向け教育機関」の変数の主効果は共学

高校卒業者に対する女子高校卒業者の初婚確率のオッズ比であると解釈できるため，女子

高校卒業者は共学高校卒業者に比べて初婚確率が0.87倍になると解釈することができる．

そして，「高卒後2年×女性向け教育機関」と「高卒後4年以上×女性向け教育機関」

の交互作用はいずれもオッズ比が1.17で統計的に有意になっている．しかし，専修学校卒

業者を基準にすると，短大・高専卒業者の初婚確率は0.87×1.17＝1.0179倍となり，ほと

んど変わらない．四年制大学卒業者についても同様である．分析対象者すべてを用いたモ

デルからは，高卒者では女子高校出身者が共学高校出身者よりも初婚確率が低いという結

果になったが，高卒後2年または4年以上の教育機関を卒業した者の中では，最後に卒業

した学校が「女性向け教育機関」であるか否かではほとんど差が見られないという結果と

なった．

モデル（3）では，時代による変化を確認するため，女性の出生コーホート別にモデル

（2）で用いた変数を使用して推定を行った．1955－59年出生コーホートでは，教育水準の

変数のみが統計的に有意な結果となっており，「女性向け教育機関」を卒業したか否かの

変数については主効果，交互作用効果ともに有意な結果は得られていない．しかし1960－

64年出生コーホートでは，女子高校卒業者の初婚確率は共学高校卒業者の0.87倍，短期大
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4）イベントヒストリー分析の一種で，イベントが発生し得る時間の測定単位が離散的である場合に利用される

方法．パラメーターの推定式は以下のように定式化される．

log・
P・t・

1・P・t・
・・a・t・・b1X1・t・・b2X2・t・・・bkXk・t・

ここでのP・t・とは，各リスク時点（t時点）でのハザード率を意味する．

5）離散時間ロジットモデルでは共変量がリスク期間中に一定であるという仮定に基づいているが，図3－2の

結果からもわかるように1960年代出生コーホートの女性のみを用いた分析等ではこの仮定が成り立たない可能

性がある．本来であれば，年齢と最後に卒業した学校の交互作用項を用いたモデルの導入等の対応が必要であ

るが，今後の課題としたい．



学・高専卒業者は専修学校卒業者の1.05倍（0.89×1.08＝1.0502），女子大学卒業者は共学

大学卒業者の1.15倍（0.89×1.29＝1.1481）になるという結果が得られた．高卒者では

「女性向け教育機関」の卒業者の初婚確率は低下するが，専修学校を含む高等教育機関を

卒業した者の間では「女性向け教育機関」を卒業した者の初婚確率が高いという結果であ

る．1965－69年年出生コーホートについても同様の結果となった．

ところが，1970－74年出生コーホートでは「高卒後4年以上×女性向け教育機関」の変

数が統計的に有意ではなくなる．そして，1975－79年出生コーホートになると，最後に卒

業した学校が「女性向け教育機関」であるかどうかの変数の主効果，教育水準との交互作

用項のいずれも統計的に有意ではなくなる．さらに1980－89年出生コーホートでは，主効

果，交互作用項（「高卒後2年×女性向け教育機関」のみ）が統計的に有意になるが，専

修学校卒業者に比べて短大・高専卒業者の初婚確率は0.94倍（0.77×1.23＝0.9471）にな

るという結果となった．高校卒業後に2年間の教育機関を卒業した女性では「女性向け教

育機関」を卒業した者の初婚確率が高いという1960年代，1970年代前半出生コーホートの

傾向は，1980年代出生コーホートで反転している．

つまり，1955－59年出生コーホートでは「女性向け教育機関」とそれ以外の間に初婚確

率の差は見られないが，1960年代，1970年代前半の出生コーホートでは高卒者では共学高

校卒業者の初婚確率が高く，高等教育機関（専修学校を含む）を卒業した者では短期大学

（高専含む）や女子大学といった「女性向け教育機関」を卒業した者の初婚確率が高い傾

向がある．しかし1970年代後半には「女性向け教育機関」とそれ以外の間の初婚確率の差

は消失し，1980年代コーホートになると共学高校卒業者の初婚確率が高い傾向は変わらな

いものの，むしろ短期大学（高専含む）卒業者よりも専修学校卒業者の初婚確率が高い傾

向が観察されるようなった．女子高校卒業者が共学高校卒業者よりも結婚を経験しにくい

傾向は継続しているが，専修学校を含む高等教育機関を卒業した女性のうち「女性向け教

育機関」を卒業した者の初婚確率が高いという傾向は，1960年代から1970年代前半の出生

コーホートに限られた現象であることが明らかになった．

また，卒業した学校によって就職状況も異なっており，職場の状況も初婚確率に影響す

ると考えられる．そのためモデル（3）に初職の変数を加えた推定も行い，その結果を表2

に示した．出生動向基本調査で調査されている学卒後の就業形態と職種の情報を用いて

「正規（専門・管理）」，「正規（事務）」，「正規（現場）」，「非正規（専門・管理）」，「非正

規（事務）」，「非正規（現場）」，「その他の就業形態」，「学生・家事・無職」の8つのカテ

ゴリーからなる変数を作成し，モデルに投入した．なお，この変数は時間可変の変数とし

ており，高卒後2年間の教育機関を卒業した者については19歳まで，高卒後4年間の教育

機関を卒業した者については21歳までを「学生・家事・無職」としている．

その結果，モデル（4）のコーホート別の「女性向け教育機関」の変数の推定値とその傾

向は，モデル（3）と同じ傾向を示した．初職の影響を統制しても，モデル（3）と同様の結

果が観察された．
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図３－１ 出生コーホート別にみた，最後に卒業した学校別の未婚継続率の推移（女性）

：1955－59年出生コーホート

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）

図３－２ 出生コーホート別にみた，最後に卒業した学校別の未婚継続率の推移（女性）

：1960－69年出生コーホート

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）
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図３－３ 出生コーホート別にみた，最後に卒業した学校別の未婚継続率の推移（女性）

：1970－79年出生コーホート

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）

図３－４ 出生コーホート別にみた，最後に卒業した学校別の未婚継続率の推移（女性）

：1980－89年出生コーホート

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）
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表１ 女性の初婚経験確率の離散時間ロジットモデルによる推定結果

モデル（1） モデル（2） モデル（3）

1955－59年

出生コーホート

1960－64年

出生コーホート

1965-69年

出生コーホート

1970-74年

出生コーホート

1975-79年

出生コーホート

1980－89年

出生コーホート

オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比

出生コーホート

1955－59年（基準カテゴリ） 1.00 1.00

1960－64年 0.82 *** 0.82 ***

1965－69年 0.67 *** 0.68 ***

1970－74年 0.60 *** 0.60 ***

1975－79年 0.53 *** 0.53 ***

1980－89年 0.46 *** 0.46 ***

教育水準

高校卒業以下（基準カテゴリ) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

高校卒業後2年 0.74 *** 0.69 *** 0.73 *** 0.69 *** 0.73 *** 0.67 *** 0.73 *** 0.61 ***

高校卒業後4年以上 0.57 *** 0.55 *** 0.53 *** 0.53 *** 0.60 *** 0.57 *** 0.57 *** 0.43 ***

最後に卒業した教育機関

女性向け教育機関 0.95 *** 0.87 *** 0.93 0.89 ** 0.88 *** 0.86 *** 0.90 0.77 ***

教育水準×女性向け教育機関

高卒後2年×女性向け教育機関 1.17 *** 0.94 1.18 * 1.24 *** 1.24 *** 1.04 1.23 *

高卒後4年以上×女性向け教育機関 1.17 *** 1.21 1.29 ** 1.23 ** 1.09 1.08 1.20

定数 0.02 *** 0.02 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 ***

-2LogLikelihood -69077.36 -69065.15 -3721.06 -9889.72 -15591.98 -17562.15 -12536.79 -9588.11

・
2

13629.51 13653.93 983.61 2180.16 3041.83 3130.16 1880.71 1590.18

自由度 25 27 22 22 22 22 22 22

人年数 288530 288530 12460 34981 59298 71267 55499 55025

有意水準： ***0.01以下，**0.05以下，*0.1以下

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）

注：リスク期間は18歳から35歳．いずれのモデルも年齢各歳別のダミー変数を投入し，年齢を統制済．

表２ 女性の初婚経験確率の離散時間ロジットモデルによる推定結果（初職を統制）

モデル（4）

1955－59年

出生コーホート

1960－64年

出生コーホート

1965-69年

出生コーホート

1970-74年

出生コーホート

1975-79年

出生コーホート

1980－89年

出生コーホート

オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比 オッズ比

初職

正規（専門・管理） 1.17 * 1.10 0.98 1.09 ** 1.08 1.25 ***

正規（事務）（基準カテゴリ） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

正規（現場） 1.46 *** 1.12 ** 0.97 1.00 1.05 1.09

非正規（専門・管理） 1.00 1.30 ** 1.03 0.84 * 0.95 0.92

非正規（事務） 0.81 0.68 *** 0.70 *** 0.72 *** 0.72 *** 1.07

非正規（現場） 1.21 0.93 0.90 0.81 *** 0.78 *** 1.07

その他の就業形態 0.81 1.03 0.82 0.67 ** 0.57 *** 0.55 **

学生・家事・無職 0.66 *** 0.74 *** 0.55 *** 0.55 *** 0.58 *** 0.67 ***

教育水準

高校卒業以下（基準カテゴリ) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

高校卒業後２年 0.75 ** 0.68 *** 0.76 *** 0.68 *** 0.72 *** 0.60 ***

高校卒業後４年以上 0.54 *** 0.51 *** 0.60 *** 0.56 *** 0.55 *** 0.42 ***

最後に卒業した教育機関

女性向け教育機関 0.90 0.88 ** 0.89 ** 0.86 *** 0.92 0.81 **

教育水準×女性向け教育機関

高卒後２年×女性向け教育機関 1.01 1.27 *** 1.22 *** 1.25 *** 1.06 1.23 *

高卒後４年以上×女性向け教育機関 1.35 1.35 ** 1.20 * 1.11 1.08 1.15

定数 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.01 *** 0.02 ***

-2LogLikelihood -3485.73 -9435.43 -14862.18 -16834.58 -12006.10 -9084.90

・
2

982.70 2167.65 3106.35 3233.99 1999.14 1611.32

自由度 29 29 29 29 29 29

人年数 11783 33416 56632 68408 53175 51610

有意水準： ***0.01以下，**0.05以下，*0.1以下

データ：出生動向基本調査（第13回～第15回調査）

注：リスク期間は18歳から35歳．いずれのモデルも年齢各歳別のダミー変数を投入し，年齢を統制済．



Ⅳ．まとめと議論

本研究では，女性が最後に卒業した学校が女子高校，短期大学，女子大学といった「女

性向けの教育機関」であるか，共学高校，専修学校，共学大学といった「共学の教育機関」

であるかという違いに注目し，初婚確率との関係についてイベントヒストリー分析を行っ

た．離散時間ロジットモデルによる推定の結果からは，以下の三点が明らかになった．

第一に，教育水準が高校卒業である女性では，女子高校よりも共学高校を卒業した者の

初婚確率が高いのに対し，高校卒業後に高等教育機関（専修学校を含む）を卒業した者の

場合には，専修学校よりも短期大学（高専を含む），共学大学よりも女子大学といった

「女性向け教育機関」を卒業した者の初婚確率が高い傾向がみられた．第二に，このよう

な「女性向け教育機関」の卒業者と「共学の教育機関」の卒業者の間の差は，1960年代か

ら1970年代前半出生コーホートの女性の間では確認できるが，その前後の出生コーホート

（1955－59年，1975－79年出生コーホート）の女性の間では確認できない．特に，四年制

大学卒業者における共学大学卒業者と女子大学卒業者の間の初婚確率の差が観察されるの

は1960年代出生コーホートのみである．第三に，1980年代出生コーホートでは，短期大学

（高専を含む）卒業者よりも専修学校卒業者の初婚確率が高い傾向がみられるようになっ

た．

このような結果になった理由について順に検討する．まず，一点目の最後に卒業した学

校が高校の場合には女子高校を卒業した女性の初婚確率が低く，高等教育機関（専修学校

を含む）を卒業している場合には「女性向け教育機関」を卒業した女性の初婚確率が高い

という結果になった理由についてである．

これは，「女性向け教育機関」に進学するか，「共学の教育機関」に進学するかを決定す

る際に影響する要因が，教育水準が高卒の者と高校卒業後に進学する者の間で異なってい

るためではないかと考えることができる．女子高校と共学高校のどちらに進学するかを決

める際には居住地や中学校在学中の成績といった実際的な要因による制約を受けている可

能性が高い．これに対し，高等教育機関への進学にあたって，「共学の教育機関」と「女

性向け教育機関」のどちらを選ぶかという選択は，居住地等の実際的な要因とともに，進

学する女性本人やその家庭の選好を反映して行われていると考えられる．その結果，高卒

者の間では学校がもつ出会いの場としての機能による影響があらわれ，高等教育機関に進

学した者の間では価値観や選好による影響が初婚確率に表れているという結果になった可

能性がある．

二点目は，「女性向け教育機関」を卒業した者と「共学の教育機関」を卒業した者の間

の初婚確率の差が，特定の出生コーホートの女性でのみ観察される点である．これは，女

性の進学率の上昇と時代背景による影響を受けていると思われる．

図2をみると，1955－59年出生コーホートの女性の過半数の教育水準は高卒以下であり，

短期大学・高専，専修学校を卒業した者が約3割，四年制大学の卒業者は約1割にとどまっ
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ている．そのため，このコーホートの女性にとっては「女性向け教育機関」と「共学の教

育機関」のどちらを選択したかという影響以上に，教育水準自体の影響が明確にあらわれ

たのではないだろうか．

1960年代出生コーホートでは，短期大学・高専，専修学校を卒業した者の割合が増加し

ているものの，最後に卒業した学校の構成割合は1955－59年出生コーホートとそれほど大

きく変わらない．しかし，1960年代生まれの女性が就職を迎えたのは1980年代である．こ

の時期，学卒後の女性の就業機会は男女雇用機会均等法とバブル景気によって拡大し，高

等教育を終えた女性が企業に一般職として就職するというルートが存在するようになった．

広田（1979）が指摘するように，女子大学には共学大学と比べて，女性向けの求人が集ま

りやすい傾向があったといわれている．そして，岩澤・三田（2005）や加藤（2011）が述

べている通り，この時期には職場が結婚相手との出会いの場としての役割を担っていた．

つまり，女子大学や短期大学を卒業した者は，女性向けの仕事に就く機会に恵まれ，職場

で結婚相手を得るという機会を得ていた．その結果が初婚確率の差として表れたと推察で

きる．

1970年代出生コーホートになると，最後に卒業した学校が中学，高校の女性の割合は全

体の3割程度になり，専修学校を含む高等教育機関を卒業した女性の割合が上昇している．

そして，1970年代出生コーホートの女性が就職や進学時期を迎えた1990年代の初頭にはバ

ブル崩壊とともに景気の悪化が起きた．1960年代出生コーホートでみられたような「女性

向け教育機関」を卒業し，就職機会を得て，職場という結婚相手との出会いの場を得ると

いうルートが1970年代前半出生コーホートでは存続していたものの，1970年代後半出生コー

ホートでは消失し，その結果「女性向け教育機関」と「共学の教育機関」の間の初婚確率

の差が観察されなくなったのではないかと思われる．

三点目の1980年代出生コーホートでは短期大学・高専卒業者よりも専修学校卒業者の初

婚確率が高いという結果についてである．これは福田（2012），麦山（2017）が指摘する

通り，女性の経済力が結婚確率を上昇させる方向に作用しているという近年の傾向が表れ

た可能性があるかもしれない．

女性の高学歴化とともに未婚化・晩婚化が進んできたことは間違いない．しかし，本研

究で指摘したように，女性の高学歴化は短期大学や女子大学への進学者の増加によって達

成されてきたものであった．そして，短期大学や女子大学への進学者の初婚確率が高い傾

向があったことも踏まえると，女性の高学歴化それ自体が意識変化につながり，女性が結

婚を選択しない方向に変化してきたとする見方には検討の余地がある．女性の高学歴化と

未婚化・晩婚化の進展の構造を理解する上では，少なくとも時代的な背景や教育の内容を

考慮した分析・解釈を行う必要がある．

付記

本研究は，国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査プロジェクト」の研究成果である．

本研究で使用した「出生動向基本調査」に関する分析結果は，統計法第32条の規定に基づき，調査
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票情報を二次利用したものである．また，本研究は文部科学研究費補助金（基盤研究（A））「結婚・

離婚・再婚の動向と日本社会の変容に関する包括的研究（研究代表者岩澤美帆，課題番号25245061）」

による助成を受けた．
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GenerationalDifferencesinTransitiontoFirstMarriage:
AFocusonEducationalStandardsandAll-GirlsSchoolsinJapan

MarikoNAKAMURA

Researchonmarriagehasfocusedonwomen'seducationalachievementandattainment.How-

ever,academiccontentandschoolenvironmenthavebeenignored,althoughchoicesareinfluenced

bywomen'spreferencesandtheirfamilies'preferencesandcircumstances.Inaddition,schools

functionasplacestofindaspouse,soattendingschoolisstronglyrelatedtomaritalbehavior.

Therefore,thisstudycomparedtheprobabilitiesoffirstmarriageofthosewhograduatedfromedu-

cationalinstitutionsforgirls/womentothosewhograduatedfromcoeducationalinstitutions.The

term"educationalinstitutionforwomen"referstohighschools,juniorcolleges,anduniversitiesfor

femalestudents.Coeducationalhighschools,vocationalschools,anduniversitiesaredefinedas

"coeducationalinstitutions."

First,Ireviewedtheeducationalattainmentofwomeninpost-WWIIJapanandidentifiedthe

changestothecompositionsoftheschoolsfromwhichwomenlastgraduatedbybirthcohort.

Then,eventhistoryestimations(adiscrete-timelogitmodel)revealedthat,forthosewhosetermi-

naldegreewashighschool,theprobabilityoffirstmarriageofawomanwhograduatedfromaco-

educationalhighschoolwashigherthanforthosewhograduatedfromanall-girlsseniorhigh

school.Regardinggraduationfromhighereducationalinstitutions(includingvocationalschools),

womenwhograduatedfromeducationalinstitutionsforwomenhadahigherprobabilityoffirst

marriagethanwomenwhograduatedfromcoeducationalinstitutions.Althoughtheresultscouldbe

confirmedforthe1960sthroughearly1970sfemalebirthcohorts,findingscouldnotbeconfirmed

forearlierorlaterbirthcohorts.Notably,inthe1980birthcohort,firstmarriageamongwomen

whograduatedfromvocationalschoolwasmorelikelythanamongthosewhograduatedfromjun-

iorcollege(includingtechnicalcollege).




